
 

 

 

別紙１ 

最高裁判所裁判官国民審査法施行令及び公職選挙法施行令の 

一部を改正する政令案等の概要 
 

最高裁判所裁判官国民審査法の一部を改正する法律（令和４年法律第86号。以下「改

正法」という。）の施行に伴い、洋上投票等をしようとする審査人に対する情報の提供、

在外公館等における在外投票に関する書類の保存等について所要の規定の整備を行うと

ともに、審査及び選挙の投票に関する書類等の保存に関する事務の合理化等を行う。 

 

１ 最高裁判所裁判官国民審査法施行令及び公職選挙法施行令の一部を改正する政令案 

（１）最高裁判所裁判官国民審査法施行令（昭和23年政令第122号）の一部改正 

① 洋上投票等をしようとする審査人に対する情報の提供関係 

船長及び南極地域調査組織の長は、航海の期間又は南極調査期間中に、審査に付 

される裁判官の氏名及び告示番号を知った場合には、直ちにこれらを洋上投票等

をしようとする船員又は南極調査員に知らせなければならないものとする。 

 

② 在外公館等における在外投票に関する書類の保存関係 

在外公館等における在外投票に関する調書及び在外公館等における在外投票に

関する書類の保存について、所要の規定を整備する。 

 

③ 洋上投票等及び郵便等による在外投票に関する費用関係 

洋上投票等の送信に要する費用及び郵便等による在外投票に関する費用につい

て、国会の議決した予算の範囲内において、国庫が負担するものとする。 

 

④ 投票に関する書類等の保存関係 

投票に関する書類等の保存に係る事務を合理化する。 

 

⑤ その他所要の規定の整備 

 

（２）公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）の一部改正 

投票に関する書類等の保存に係る事務を合理化する。 

 

２ 最高裁判所裁判官国民審査法施行規則等の一部を改正する省令案 

洋上投票等及び在外投票に関する様式等について、所要の規定を整備する。 

  

[今後の予定] 

令和４年 11 月 28 日：パブリックコメント開始 

令和４年 12 月 27 日：パブリックコメント終了   

施行：改正法の施行の日 

（公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日） 
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